
証券コード 4720
2026年６月11日

（電子提供措置の開始日 2026年６月４日）

株 主 各 位
神奈川県川崎市川崎区駅前本町22番地２

株 式 会 社

代表取締役社長ＣＥＯ 千 島 克 哉

第44回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第44回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第44回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト（https://www.johnan.co.jp/ir/zaimu_shiryo.html）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類を
ご検討いただき、後記のご案内に従って議決権を行使くださいますようお願い申しあ
げます。

敬 具

記

１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県川崎市川崎区駅前本町22番地２

当社 本部ビル ５階ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第44期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告
及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件

２．第44期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

以 上
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容

を掲載させていただきます。
電子提供措置事項のうち、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

には、法令及び当社定款第15条第2項の規定に基づき、下記の事項を除いております。
なお、監査等委員会及び会計監査人は、下記の事項を含む監査対象書類を監査して

おります。

事業報告
・業務の適正を確保するための体制
・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
・会社の支配に関する基本方針
・剰余金の配当等の決定に関する方針

連結計算書類
・連結貸借対照表
・連結損益計算書
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

計算書類
・貸借対照表
・損益計算書
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

監査報告書
・連結計算書類に係る会計監査報告
・計算書類に係る会計監査報告
・監査等委員会の監査報告
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同封の議決権行使書用紙に
賛否をご表示いただき、行
使期限までに到着するよう
ご返送ください。
議案に対する賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示が
あったものとしてお取り扱
いいたします。

行使期限

2026年６月25日(木)

午後５時までに到着

書　面

同封の議決権行使書用紙を

株主総会当日、会場受付に

ご提出ください。

株主総会開催日時

2026年６月26日(金)

午前10時

株主総会ご出席

当社指定の議決権行使ウェブ

サイト(https://soukai.mizuho

-tb.co.jp/）にアクセスして

いただき、行使期限までに

賛否をご入力ください。

行使期限

2026年６月25日(木)

午後５時までに行使

インターネット

詳細は次頁をご参照ください。

議決権行使についてのご案内

次のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

インターネットにより議決権を行使される場合の注意点

・パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するため

の重要な情報ですので、大切にお取り扱いください。

・議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信

事業者への通信料金は株主様のご負担となります。

・議決権行使書の郵送とインターネットによる方法の双方で議決権を行使された場

合は、インターネットによる議決権の行使を有効とさせていただきます。

・インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使さ

れた内容を有効とさせていただきます。

― 3 ―

2026年05月27日 17時43分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力す

ることなく議決権行使ウェブサイトに

ログインすることができます。

議決権行使ウェブサイト

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

同封の議決権行使書用紙に記載された 

｢スマートフォン用議決権行使ウェブ

サイトログインQRコード」を読み取っ

てください。

以降は画面の案内に従って賛否を

ご入力ください。

議決権行使ウェブサイトに

アクセスしてください。

議決権行使書用紙に記載された

｢議決権行使コード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された

｢パスワード」をご入力ください。

以降は画面の案内に従って賛否を

ご入力ください。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

「次へすすむ」

をクリック

「議決権行使
コード」を入力

「次へ」を

クリック

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「初期パスワード」
を入力

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

0120-768-524 受付時間 
年末年始を除く午前９時～午後９時

｢スマート行使」での議決権行使は１回に

限り可能です｡

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数です

がPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載

の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してロ

グイン、再度議決権行使をお願いいたします。

※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト

へ遷移できます。

「登録」をクリック
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事 業 報 告

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、持続的な賃上げによる名目賃金の上昇

がみられる一方、円安や人件費高騰、物価高が進み、また、中東情勢の不安定な

動向により景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当業界におきましては、少子化による受験競争の大幅な緩和、大学受験におけ

る総合型・学校推薦型選抜など選抜方法の多様化、社会のグローバル化による英

語教育の需要の増加など、顧客ニーズが多様化しております。また、ＡＩを用い

た教育関連の商品やサービスが登場し教育の個別最適化が進むとともに、教育格

差の拡大や不登校の急増などの社会問題が深刻化しており、教育サービスを取り

巻く環境は大きな変化の渦中にあります。

このような状況のもと、当社グループは、経営循環モデル「JOHNAN SUCCESS

LOOP」に基づいて、乳幼児から社会人まで、幅広い層に対して、学び、成長して

いく機会と場を提供できる総合教育ソリューション企業としてたくましい知性、

しなやかな感性を育む能力開発のLeading Companyを目指して企業活動に取り組ん

でまいりましたが、2025年９月に就任いたしました新社長のもと、2026年度から

新たに始まる新中期経営計画を策定し、2025年12月に発表いたしました。

当期までの中期経営計画を引き継ぐ形で、「日本が抱える社会課題への挑戦」

「保育園事業の成長」「学習塾事業の深化」を重点戦略として掲げ、経営課題に取

り組んでまいります。

また、当社は2026年３月31日に札幌証券取引所本則市場への上場承認をいただ

き、2026年４月９日に札幌証券取引所へ重複上場を果たすとともに、前連結会計

年度末において東京証券取引所のスタンダード市場における上場維持基準（流通

株式時価総額）が不適合となっていた件につきましても2026年４月22日開示の

「上場維持基準への適合及び当社株式の監理銘柄（確認中）指定解除に関するお知

らせ」の通り、既に上場維持基準に適合となっております。

この結果、当連結会計年度における売上高は5,621百万円（前年同期比0.1％

減）、営業利益は77百万円（前年同期は営業損失230百万円）、経常利益は80百万円

（前年同期は経常損失228百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益は減損損失計

上の影響などにより４百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失420百

万円）となりました。

― 5 ―

2026年05月27日 17時43分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



ａ．教育事業

児童教育部門では、保育園事業については売上高は堅調に推移しておりますが、

「りんご塾」「Kubotaのうけん/アタマGYM」を含むキッズブレインパークが前期の

一部教場整理等の影響もあり、減収となっているものの、利益は改善しておりま

す。この結果、児童教育部門全体では前年同期を下回る売上高となりました。

映像授業部門（映像授業教室「河合塾マナビス」）では、生徒数の増加に加え途

中退学者の抑制も進んだことから、前年同期を上回る売上高となりました。

個別指導部門（個別指導教室「城南コベッツ」）では、直営教室につきましては

りんご塾在籍の小学生の増加や、個別指導の講習会売上の増加などはありました

が前期に複数の不採算教場の整理統合を行ったことや受験学年の減少などにより、

前年同期を下回る売上高となりました。一方でFC教室につきましては新規教室や

既存教室の生徒数の増加により、前年同期を上回る売上高となりました。

デジタル教材・ソリューション部門では、「りんご塾」のライセンス提供の増加

数がやや落ち着いた状況となりましたが、オンライン学習教材「デキタス」や大

学受験における総合型・学校推薦型選抜対策教材「推薦ラボ」等の新規契約数が

増加しており、ほぼ前年並みの売上高となりました。

この結果、当連結会計年度の外部顧客への売上高は5,252百万円（前年同期比

0.0％増）となりました。

ｂ．スポーツ事業

子会社である株式会社久ケ原スポーツクラブでは、スイミングクラブが退学者

抑制策を進めておりますが、前年をやや下回る在籍者数で推移いたしました。一

方でスポーツジムの「マイスポーツ」は堅調に推移しておりますが、スポーツ事

業全体では売上高は前年同期をやや下回ることとなりました。

この結果、当連結会計年度外部顧客への売上高は368百万円（前年同期比1.4％

減）となりました。
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セグメント・部門別の状況は以下のとおりです。

事業部門別売上高明細表

第 43 期

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

第 44 期

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

セグメント・部門 教育事業 スポーツ事業 教育事業 スポーツ事業

個 別 指 導 部 門
( 直 営 )

934 － 822 －

個 別 指 導 部 門
( Ｆ Ｃ )

285 － 290 －

映 像 授 業 部 門 1,584 － 1,733 －

児 童 教 育 部 門 1,861 － 1,881 －

デジタル教材・ソリューション部門 303 － 333 －

そ の 他 281 － 191 －

ス ポ ー ツ 部 門 － 373 － 368

セグメント・部門 計 5,250 373 5,252 368

合 計 5,623 5,621

(2) 重要な設備投資等の状況

当連結会計年度中における設備投資の総額はリースを含めて112百万円で、その

主なものは次のとおりであります。

（教育事業）

防犯カメラ設置費用 11百万円

ネットワーク更新費用 6百万円

教場等の移転、新設、設備更新 2百万円

(3) 重要な資金調達の状況

当社において、当連結会計年度中、今後の設備投資などの所要資金のため長期

借入で総額300百万円の資金調達を行いました。
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(4) 対処すべき課題

当社グループが属する教育サービス業界は、少子化による受験競争の大幅

な緩和、大学受験における総合型・学校推薦型選抜など選抜方法の多様化、

社会のグローバル化による英語教育の需要の増加など、顧客ニーズが多様化

しております。また、ＡＩを用いた教育関連の商品やサービスが登場し教育

の個別最適化が進むとともに、教育格差の拡大や不登校の急増などの社会問

題が深刻化しており、教育サービスを取り巻く環境は大きな変化の渦中にあ

ります。

当社グループは、このような状況において、幅広い年齢層の皆様へ、未来

を生き抜くための力＝「たくましい知性・しなやかな感性」を育む教育サー

ビスの提供を推進し、収益を拡大していくことを課題として認識しておりま

す。

このような課題に対処し、当社グループは総合教育ソリューション企業と

して、企業価値の最大化を図るため、2025年12月に公表した新中期経営計画

（2026–2028）において、次のような取り組みを重点戦略として掲げました。

１．日本が抱える社会課題への挑戦

深刻化する教育課題に対する施策

２．保育園事業の成長

学習塾に続く「第２の柱」を構築

３．学習塾事業の深化

「差別化」推進による再成長へ

まず、「日本が抱える社会課題への挑戦」についてですが、日本の教育課題

のひとつには「理系人材の深刻な不足」があります。理系人材を数多く輩出

するためには、幼児期から早い段階で算数に対する興味・関心を抱かせ、算

数的思考力を養成していくことが急務ですが、当社グループは、算数特化型

個別指導である「りんご塾」を、他社様とのアライアンスにより急速な拡大

を図ることで、この課題に挑戦してまいります。また、不登校の増加も、現

代における深刻な教育課題となっておりますが、当社グループはオンライン

学習教材である「デキタス」の拡販及び、個別指導教室「城南コベッツ」に

併設する形で、通信制サポート校である「Gakken高等学院」の開校を推進す

ることで、不登校生への学びの支援を拡大してまいります。

重点戦略の２つめとしましては、「保育園事業の成長」を図り、学習塾事業

に続く「第２の柱」とすることを掲げております。少子化の続く中、保育園

事業につきましては、明確な差別化ポイントを持ち、経営にあたることが必

須であると考えられますが、当社グループは０歳児に高い訴求力を発揮する

「くぼた式育児法」というメソッドを、グループ内の全保育園に導入すること

で、売上の向上を達成してまいりました。この強みを最大限に活かし、今後
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３か年で40～60園に大きく拡大することを計画しております。

重点戦略の３つめである「学習塾事業の深化」につきましては、基幹事業

である個別指導教室「城南コベッツ」を学校補習型の学習塾から、多様な学

びに対応し合格実績にこだわる塾としての要素を強化してまいります。前述

のとおり、大学受験においては、総合型・学校推薦型選抜など選抜方法が多

様化しておりますが、これらの入試に対応するノウハウやナレッジが、教育

サービス業界全体で不足しており、ニーズへの対応ができていない、あるい

は難しい、という現状があります。今般、当社グループは、総合型・学校推

薦型選抜対策のワークツール・ＷＥＢアプリである「推薦ラボ」という、指

導コンテンツを開発いたしました。この「推薦ラボ」などにより、強力な差

別化を推進することが可能と考えます。

当社グループは「城南コベッツ」を、小学生には算数特化型個別指導であ

る「りんご塾」、中学生にはオンライン学習教材である「デキタス」、そして

高校生には「推薦ラボ」など、主力コンテンツの有効活用により、多様な学

びに対応し、合格実績にこだわる個別指導教室として強化・深化させてまい

ります。

これらの取り組みを通して、少子化の進行する現代においても、教育サー

ビス事業の着実な成長を成し遂げ、収益力の強化と企業価値の向上を図って

まいります。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分 単 位
第 41 期
(2022年度)

第 42 期
(2023年度)

第 43 期
(2024年度)

第 44 期
(当連結会計年度)

(2025年度)

売 上 高 百万円 5,945 5,851 5,623 5,621

営業利益又は営業損失(△) 百万円 △32 30 △230 77

経常利益又は経常損失(△) 百万円 △40 40 △228 80

親会社株主に帰属する当期純利益又は

親会社株主に帰属する当期純損失(△)
百万円 △135 △122 △420 4

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
円 △17.15 △15.23 △52.39 0.61

総 資 産 百万円 5,146 4,875 5,230 5,108

純 資 産 百万円 2,027 1,882 1,438 1,393

(注)「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を第
43期の期首から適用しており、第43期以降における財産及び損益の状況については、当該会計基準
等を適用した後の数値となっております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

(株)久ケ原スポーツクラブ 10,000千円 100％
スイミングクラブ及び

スポーツジム等の運営

(株)リンゴ・エル・エル・シー 10,000千円 100％ 留学試験対策専門校の運営等

(株)城南ナーサリー 50,000千円 99.9％ 保育園の運営

(株)アイベック 10,000千円 73％
企業向け英語研修及び英会話

教室の運営

(株)城南KIDS 7,000千円 100％ 児童英語教室の運営

(株)イオマガジン 11,870千円 98.0％
eラーニングシステム・コンテ

ンツの開発

(注) 当社は、2026年１月31日をもって連結子会社である株式会社リンゴ・エル・エル・シーを解散し、
現在清算期間中であります。

③ 重要な企業結合等の状況

当社は、2025年４月１日付で、当社を存続会社とする吸収合併により株式会社

城南フェアリィーの権利義務を承継いたしました。
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(7) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社グループは、教育事業を主たる事業内容としております。

(8) 主要な営業所（2026年３月31日現在）

会社名 拠点・事業所 所在地

㈱城南進学研究社 本社 神奈川県川崎市

城南コベッツ 横浜高島町駅前教室

他210教室（FC教室含む）

関東、東北・北海道、中部、

近畿、中国地方、九州

くぼたのうけん 自由が丘校

他７教室（FC教室含む）
東京都、神奈川県、長野県

Gakken高等学院 湘南藤沢キャンパス 神奈川県

ズー・フォニックス・アカデミー

自由が丘校 他10校（FC教室含む）

東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県、愛知県、京都府

放課後ホームステイE-CAMP

自由が丘校 他２校
東京都、埼玉県

城南ルミナ保育園 立川 東京都

ふぇありぃ保育園

南越谷園 他13園
埼玉県

りんご塾

自由が丘校 他24校
東京都、神奈川県、埼玉県

河合塾マナビス

池袋駅東口校 他22校

東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県、群馬県、新潟県

㈱久ケ原

スポーツクラブ
本社 東京都大田区

久ケ原スイミングクラブ 東京都

学童保育、各種お稽古教室 東京都

㈱リンゴ・

エル・エル・シー
本社 東京都新宿区

LINGO L.L.C. 東京都

㈱城南ナーサリー 本社 神奈川県川崎市

保育園

星のおうち新松戸 他８園
東京都、神奈川県、千葉県

㈱アイベック 本社 東京都文京区

営業所 大阪府
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会社名 拠点・事業所 所在地

㈱城南KIDS 本社 神奈川県川崎市

幸教室 他３教室 神奈川県

㈱イオマガジン 本社 東京都港区

(9) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

教育事業 378名 +4名

スポーツ事業 16名 △1名

合 計 394名 +3名

(注) 使用人数は就業員数であります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

289（1,118）名 ＋93（△120）名 39.6歳 10.3年

(注) １．使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者（講師、契約社
員、アルバイト）数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．前事業年度末に比べ従業員数が93名増加しておりますが、これは主に当社が当社の子会社で
あった株式会社城南フェアリィーを吸収合併したことによるものであります。

(10)主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株式会社りそな銀行 720,000
千円

株式会社横浜銀行 123,341

株式会社商工組合中央金庫 120,000

(11)その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社株式は、2026年４月９日に札幌証券取引所本則市場に上場いたしました。

なお、今回の上場に伴い、当社は現在上場している東京証券取引所スタンダード

市場との重複上場となります。
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２．株式に関する事項（2026年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 33,000,000株

(2) 発行済株式の総数 8,937,840株（自己株式626,399株を含む）

(3) 株主数 19,481名

(4) 上位11名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 シ モ ム ラ 2,690千株 32.4％

株式会社学研ホールディングス 400 4.8

下 村 友 里 379 4.6

山 崎 杏 里 379 4.6

深 堀 和 子 320 3.9

下 村 勝 己 285 3.4

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 280 3.4

みずほ信託銀行株式会社（信託口） 224 2.7

小 川 由 晃 208 2.5

深 堀 雄 一 郎 120 1.4

深 堀 泰 弘 120 1.4

(注) １．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
２．当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

が当社株式280,000株を取得しております。株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に残
存する当社株式280,000株については、自己株式に含まれておりません。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況又は職業

下 村 勝 己 代 表 取 締 役 会 長
有 限 会 社 シ モ ム ラ 代 表 取 締 役
独 逸 機 械 貿 易 株 式 会 社 取 締 役

千 島 克 哉 代 表 取 締 役 社 長 Ｃ Ｅ Ｏ

株 式 会 社 イ オ マ ガ ジ ン 取 締 役
株 式 会 社 ア イ ベ ッ ク 取 締 役
公益社団法人全国学習塾協会常任理事
一般社団法人教育アライアンスネットワーク理事

杉 山 幸 広 常 務 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ

株 式 会 社 イ オ マ ガ ジ ン 取 締 役
株 式 会 社 ア イ ベ ッ ク 取 締 役
株式会社久ケ原スポーツクラブ取締役
株式会社城南ナーサリー取締役

宮 本 和 人 取締役(常勤監査等委員) 株式会社城南ナーサリー監査役

西 村 泰 夫 取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
弁 護 士
西村・町田法律事務所パートナー

阿 曾 友 淳 取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )

公 認 会 計 士
ESネクスト有限責任監査法人 理事 パートナー
株 式 会 社 Amazia 社 外 監 査 役
株式会社ユビキタスAI 社外監査役
tripla 株 式 会 社 社 外 監 査 役

(注) １．取締役（監査等委員）西村泰夫、取締役（監査等委員）阿曾友淳の両氏は、社外取締役で
あります。

２．取締役（監査等委員）西村泰夫氏は、弁護士として企業法務に精通しております。
取締役（監査等委員）阿曾友淳氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

３．取締役（監査等委員）阿曾友淳氏は、独立役員として株式会社東京証券取引所へ届け出て
おります。

４．当該事業年度末日後の取締役の担当及び兼務の変更
該当事項はありません。

５．当社では、内部監査部門からの報告受領、各種重要会議への出席、監査等委員ではない取
締役及び使用人へのヒアリングを継続的・実効的に行うため、常勤の監査等委員を置いて
おります。

(2) 当事業年度中の担当及び重要な兼職の異動

氏 名 異動前 異動後 異動年月日

下 村 勝 己 代表取締役社長ＣＥＯ 代表取締役会長 2025年９月11日

千 島 克 哉 取締役副社長ＣＯＯ 代表取締役社長ＣＥＯ 2025年９月11日

杉 山 幸 広 株式会社城南フェアリィー取締役 － 2025年４月１日

宮 本 和 人 株式会社城南フェアリィー監査役 － 2025年４月１日

(3) 責任限定契約の内容の概要

社外役員と締結している個別の責任限定契約はありませんが、当社定款にお

いて、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役

(取締役であった者を含む。)の損害賠償責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨の定めをしております。
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(4) 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項

① 被保険者の範囲

保険契約者及び会社法上の子会社の取締役、執行役、執行役員、管理・

監督の立場にある従業員、社外派遣役員、退任役員。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結し、被保険者が負担することになるその職務の執行に関

し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生

ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。

ただし、被保険者による故意の犯罪的もしくは詐欺的な行為又は不作為に

起因する損害賠償請求は填補の対象外とすることにより、被保険者の職務

の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。なお、当該

保険の保険料は全額を当社が負担しております。

(5) 当事業年度に係る取締役の報酬等の額

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方

針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議

する内容について取締役会の任意の諮問機関である報酬委員会の答申を得

ております。

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ

として十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締

役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本

方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬と

しての基本報酬及び業績連動報酬としての株式報酬により構成し、業務執

行取締役でない者及び取締役監督機能を担う監査等委員である取締役につ

いては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年

数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、

総合的に勘案して決定するものとしております。

非金銭報酬等は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」によ

り株式を交付することとしております。この業績連動型株式報酬制度は、

取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長

期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的と

しております。取締役には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基

づき役位、業績達成度等（中長期的な企業の成長等を目指す観点から、連

結の営業利益を指標とする）を勘案して定まる数のポイントを付与するこ

ととしております。なお、取締役に付与されるポイントは、当社株式等の

給付に際し、１ポイント当たり当社普通株式１株といたします。また、株

式等の給付に当たり基準となる取締役のポイント数は、原則として、退任

時までに当該取締役に付与されたポイント数としております。
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業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規

模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏

まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成とし、取締役

会において検討を行います。代表取締役社長は取締役会の答申内容を尊重

し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報

酬等の内容を決定することとしております。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第

33回定時株主総会において年額168百万円以内（ただし、使用人分給与は含

まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役

（監査等委員を除く）の員数は３名です。

上記報酬等の他、取締役（監査等委員を除く）を対象に2018年６月28日

開催の第36回の定時株主総会において業績連動型株式報酬制度「株式給付

信託（BBT）」の導入を決議いただいております。当該定時株主総会終結時

点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名です。

取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の第33回定

時株主総会において年額36百万円以内と決議いただいております。当該定

時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く監査等委員）の員数は１

名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長ＣＥＯ

千島克哉がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内

容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業の業績を踏まえた

基本報酬の評価配分であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の

業績を俯瞰しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が最も適している

からであります。また、上記の委任をうけた代表取締役社長は、取締役会

の諮問機関である指名・報酬委員会による答申の内容に従って決定をしな

ければならないこととしております。

なお、株式報酬は、指名・報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締

役個人別の割当株式数を決議することといたします。当該手続きを経て取

締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が

決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 取締役の報酬等の額

役員区分

報酬等の

総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数

(名)基本報酬
業績連動

報酬等

左記のうち、

非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

55

(－)

55

(－)

－

(－)

－

(－)

3

(－)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

10

(5)

10

(5)

－

(－)

－

(－)

3

(2)

合計

（うち社外取締役）

66

(5)

66

(5)

－

(－)

－

(－)

6

(2)

(注) １．業績連動報酬等及び非金銭報酬等は前事業年度の目標達成率に応じて算定し、株式給付引
当金繰入額でありますが当事業年度の計上実績はございません。

２．業績連動報酬等の算定の基礎として選定した業績指標、その選定した理由及び算定方法は
上記「①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」をご参照ください。
当該業績指標に関する実績は、「１．企業集団の現況に関する事項 (5)財産及び損益の状況
の推移」に記載しております。

(6) 社外役員に関する事項

① 取締役（監査等委員） 西村泰夫

ア．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

同氏が所属する西村・町田法律事務所と当社の間では契約文書の草案作

成業務等の取引関係があります。

イ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。

ウ．主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動内容

取締役会は13回開催中13回に出席、監査等委員会は11回開催中11回に出

席し、適宜取締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を

行っています。

オ．当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

② 取締役（監査等委員） 阿曾友淳

ア．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。
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イ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。

ウ．主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

エ．当事業年度における主な活動内容

取締役会は13回開催中13回に出席、監査等委員会は11回開催中11回に出

席し、適宜取締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を

行っています。

オ．当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称 東光有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

公認会計士法（1948年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 23,837千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 23,837千円

(注) １．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並び
に会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討し
た結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会
計士法（1948年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

(3) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を

報告いたします。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）

全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経
営体制の一層の強化を図るため取締役２名を増員することとし、取締役５名の選任
をお願いするものであります。

なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はあり
ませんでした。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社株式数

１

下 村 勝 己

しもむら かつみ

(1950年10月26日生)

1977年９月 独逸機械貿易株式会社設立

取締役（現任）

285,000株

1982年９月 当社取締役

1985年２月 当社代表取締役社長

2002年10月 有限会社シモムラ設立

代表取締役（現任）

2016年３月 当社代表取締役社長ＣＥＯ

2025年９月 当社代表取締役会長（現任）

２

千 島 克 哉

ちしま かつや

(1971年12月６日生)

2000年11月 当社入社

20,000株

2010年１月 当社第一事業本部長

2011年２月 当社事業本部長

2011年６月 当社取締役事業本部長

2012年７月 株式会社イオマガジン取締役（現任）

2015年11月 株式会社久ケ原スポーツクラブ代表取締役社長

2015年12月 株式会社リンゴ・エル・エル・シー取締役

2016年３月 当社取締役執行役員ＣＢＯ

2017年５月 株式会社城南ナーサリー取締役

2018年８月 株式会社アイベック取締役（現任）

2019年６月 当社専務取締役執行役員ＣＯＯ

2019年６月 公益社団法人全国学習塾協会常任理事（現任）

2021年６月 一般社団法人教育アライアンスネットワーク理事

（現任）

2025年３月 当社取締役副社長ＣＯＯ

2025年９月 当社代表取締役社長ＣＥＯ（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する
当社株式数

３

杉 山 幸 広

すぎやま ゆきひろ

(1961年２月13日生)

1991年11月 当社入社

14,000株

2006年２月 当社総務部長

2007年３月 当社管理部長

2008年５月 当社IT教育事業部長

2011年２月 当社管理本部長兼経営戦略室長

2011年６月 当社取締役管理本部長兼経営戦略室長

2012年２月 株式会社イオマガジン取締役（現任）

2015年12月 株式会社リンゴ・エル・エル・シー取締役

2016年３月 当社取締役執行役員ＣＡＯ兼経営戦略室長

2018年８月 株式会社アイベック取締役（現任）

2019年６月 当社常務取締役執行役員ＣＦＯ

2024年２月 株式会社城南ナーサリー取締役（現任）

2024年２月 株式会社久ケ原スポーツクラブ取締役（現任）

2025年３月 当社常務取締役ＣＦＯ（現任）

４

[新任]

服 部 和 佳 子

はっとり わかこ

(1971年９月11日生)

1995年８月 当社入社

7,600株

2009年４月 当社大学受験事業部事務管理室長

2013年３月 当社総務管理室長兼情報統括室長

2016年３月 当社管理本部長

2017年６月 株式会社JBSナーサリー（現株式会社城南ナーサ

リー）監査役

2018年６月 株式会社久ケ原スポーツクラブ監査役

2019年３月 当社執行役員

2019年６月 株式会社城南ナーサリー取締役（現任）

2019年６月 株式会社久ケ原スポーツクラブ取締役

2021年３月 当社執行役員ＣＡＯ

2024年２月 株式会社久ケ原スポーツクラブ監査役（現任）

2025年３月 当社執行役員ＣＣＯ（現任）

当社コーポレート統括本部長兼経営企画部長（現

任）

５
[新任]

飯 塚 健 二

いいづか けんじ

(1970年５月10日生)

2010年８月 当社入社

2,500株

2013年10月 当社映像事業部長兼児童教育事業部長

2016年３月 当社映像事業本部長兼児童教育事業本部長

2019年３月 当社執行役員

2021年３月 当社執行役員ＣＢＯ（現任）

2022年３月 当社児童教育事業本部長兼教育ソリューション事

業本部長兼マーケティング本部長

2026年３月 当社事業統括本部長兼保育事業本部長（現任）

(注) １．取締役候補者下村勝己氏が取締役に就任しております独逸機械貿易株式会社と当社との間
には不動産の賃貸借取引があります。

２．その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結し、被保険者が負担することになるその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任
の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填
することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。

以 上
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横浜 品川

品川

横浜

モアーズ ＤＩＣＥ

ＪＲ川崎駅

タワー・リバーク

ヨドバシカメラ

バス
ターミナル

ＬＡＺＯＮＡ

京浜急行　京急川崎駅

タイムズ（駐車場）

ソリッドスクエア

パチンコ店

ローソン

ミニストップ

城南コベッツ京急川崎駅前教室

城南進学研究社 本部ビル

第44回定時株主総会会場のご案内

会 場 神奈川県川崎市川崎区駅前本町22番地２

当社 本部ビル ５階ホール

本部電話番号 （０４４）２４６－１９５１（代表）

最寄りの駅 ・Ｊ Ｒ 川 崎 駅 東口 徒歩15分

・京浜急行線 京急川崎駅 西口 徒歩５分

｛会場付近略図｝

駐車設備が充分ではありませんので公共交通機関をご利用ください。
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第44回 定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）
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・業務の適正を確保するための体制…………………………… 23

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要……… 25

・会社の支配に関する基本方針………………………………… 25
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連結計算書類

・連結貸借対照表………………………………………………… 27

・連結損益計算書………………………………………………… 28
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・損益計算書……………………………………………………… 43

・株主資本等変動計算書………………………………………… 44

・個別注記表……………………………………………………… 45

監査報告書

・連結計算書類に係る会計監査報告…………………………… 51

・計算書類に係る会計監査報告………………………………… 53

・監査等委員会の監査報告……………………………………… 55

株 式 会 社
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１．業務の適正を確保するための体制
① 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

・監査等委員会の職務を補助する組織（使用人）を「内部監査室」とする。な
お、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は当面不要なので置かないことと
する。

② 前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当
該使用人に対する指示の実効性に関する事項
・「内部監査室」の人事異動については監査等委員会の事前同意を必要とする。
・「内部監査室」に属する使用人が参加する「コンプライアンス・リスク管理委

員会」を設置し、同委員会において指示の遂行状況等を確認する。
③ 当社及び子会社の取締役、使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その

他の監査等委員会への報告に関する体制
・取締役からは常勤監査等委員へ報告する体制を整え、使用人等に対しては「コ

ンプライアンスホットライン」を設置し、当社及び子会社の使用人等に対して
周知する。

④ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
・監査等委員会へ報告を行った者が不利な取扱を受けないことを「コンプライア
ンスホットライン規程」に明文化する。

⑤ 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員会の職務の執行に関して必要な費用又は債務については、会社の経
費予算の範囲内において、所定の手続きにより会社が負担し、前払いに応じ
る。

⑥ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員と業務執行取締役との定期的又は随時の意見交換、監査等委員によ
る重要な会議への出席、「内部監査室」との随時の情報交換、定期的に開催さ
れる「コンプライアンス・リスク管理委員会」におけるリスク懸念事項に関し
て報告を受け、対応について協議する。

⑦ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・法令等遵守に関する基本方針を定め、取締役及び従業員が法令・定款・社内規
程・企業倫理を遵守した行動をとるための「行動規範」を制定して当社グルー
プ内に周知徹底する。

・弁護士・公認会計士等、専門的知識を有する社外取締役を含む「コンプライア
ンス・リスク管理委員会」を設置し、法令等の遵守に関する事項を付議する。
その審議結果は取締役会に適宜報告する。

・「内部監査室」は、法令等遵守の状況を監査し、法令違反の疑義のある行為等
については「コンプライアンス・リスク管理委員会」に速やかに報告する。

・当社グループの事業活動又は取締役及び従業員に法令違反の疑義のある行為等
を発見した場合、速やかに通報・相談するシステムとして「コンプライアンス
ホットライン」を整備する。

・適時適正な財務報告のため、「財務報告に係る内部統制の基本規程」に基づき、
財務報告に関する内部統制を評価・是正する体制を構築する。

・「組織規程」、「業務分掌規程」を始めとした社内規程を整備することにより、
業務分掌・職務権限・決裁権限等を明確にする。
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⑧ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・文書の保存期間その他の管理体制について「文書管理規程」を整備し、安全か
つ検索性の高い状態で保存・管理する。

・監査等委員会又は監査等委員会が指名する監査等委員が求めたときは、代表取
締役はいつでも当該文書を閲覧又は謄写に供する。

⑨ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理に関する基本方針を定め、弁護士・公認会計士等、専門的知識を有
する社外取締役を含む「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置する。

・「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、代表取締役等によるリスクの識
別・分析・評価・対応に重大な漏れ・誤りがないか、及び仮にリスクが顕在化
した際には損失を最小限に抑える体制が整っているかを監視し、問題があれば
取締役会に適宜報告する。

・「内部監査室」は、リスク管理の状況を監査する。
・リスクが顕在化した際には、各部門において情報収集及び迅速な報告を行い、
重要性・緊急性の高い事案においては、臨時に取締役会又は経営会議を開催
し、早期の事態収拾を行う。また、法的対応については弁護士たる社外取締役
と、業績に及ぼす影響については公認会計士たる社外取締役並びに会計監査人
と、それぞれ遅滞なく連絡を取り合い、適時適確に対処する。事後においては
「コンプライアンス・リスク管理委員会」で事例の分析と再発防止策の検討を
行い、日常のリスク管理にフィードバックする。また、当社及び子会社の連携
により、当社グループ全体のリスク管理を行う。

⑩ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、随
時に経営会議を開催して、対処すべき経営課題や重要事項の決定について十分
に審議・検討を行い、意思決定の迅速化を図る。

⑪ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
・グループ会社における業務の適正を確保するため、法令等遵守に関する基本方
針を定め、当社グループ内のグループ会社すべてに適用する。

・「子会社管理規程」を設け、当社子会社に対し営業成績、財務状況その他の一
定の経営上の重要事項について定期的に当社に報告又は承認を求めることと
し、必要に応じモニタリングを行う。

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、グループ会社において、重大
な法令違反その他コンプライアンス上の重要な問題を発見した場合には、直ち
に監査等委員会に報告する。

・子会社の取締役及び使用人は、当社による経営管理、経営指導内容が法令に違
反し、その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、「内部監査室」
又は「コンプライアンス・リスク管理委員会」に報告する。「内部監査室」又
は「コンプライアンス・リスク管理委員会」は報告を受けた場合、直ちに監査
等委員会に報告する。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
・当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関わりを持た
ず、万一疑わしき事態が発生した場合は、所管警察署や顧問弁護士と相談し、
組織的に毅然とした姿勢で対応する。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確

保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運
用状況の概要は以下のとおりであります。
① 内部統制システム全般

・当社及びグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の「内
部監査室」がモニタリングし、改善を進めております。

② コンプライアンス
・当社は、当社及びグループ各社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコン
プライアンスについて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及
び定款を遵守するための取り組みを継続的に行っております。また、当社は
「コンプライアンスホットライン規程」により相談・通報体制を設けており、
グループ各社にも開放することでコンプライアンスの実効性向上に努めており
ます。

③ リスク管理体制
・各部門及びグループ各社から報告されたリスクのレビューを実施して全社的な
情報共有に努めたほか、「コンプライアンス・リスク管理委員会」において、
当該リスクの管理状況について報告いたしました。

④ 内部監査
・「内部監査室」が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の内
部監査を実施いたしました。

３．会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

４．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識して

おります。そのために、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努め、
今後の事業展開と経営体質の強化に備えて内部留保を図るとともに、業績とのバラ
ンスを勘案しつつ、配当を実施していくことを基本方針としております。

2026年４月27日開催の取締役会において、次の通り剰余金の処分に関する決議を
いたしました。2025年３月期は設備投資や財務状況を総合的に勘案し、誠に遺憾な
がら無配とさせていただきましたが、当期の剰余金の配当につきましては、財務体
質の改善が順調に推移したことから復配を実施いたします。また、2025年９月11日
に、組織全体の機能やパフォーマンスを高め、持続的な成長を実現するため、代表
取締役社長の異動を含む、社内体制の刷新を行いました。これに伴い、攻めの収益
構造改革をさらに推進し、将来の成長ドライバーとなる戦略的課題に集中的に取り
組んでまいります。そこで、このたびの社内体制の刷新を記念し、１株当たり２円
の記念配当を実施することといたします。

これにより期末配当金は、普通配当５円と記念配当２円を合わせ、１株当たり７
円とさせていただきました。
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期末配当に関する事項
① 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円（普通配当５円、記念配当２円）
総額58,180,087円

② 剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月12日

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 [2,289,118] 【流 動 負 債】 [1,734,421]

現 金 及 び 預 金 1,751,919 買 掛 金 21,128

売 掛 金 200,121 １年内返済予定の長期借入金 259,996

有 価 証 券 10,372 未 払 金 212,358

商 品 11,789 リ ー ス 債 務 64,669

貯 蔵 品 5,206 未 払 法 人 税 等 40,511

前 払 費 用 288,709 契 約 負 債 802,010

そ の 他 23,618 賞 与 引 当 金 69,824

貸 倒 引 当 金 △2,618 資 産 除 去 債 務 19,191

【固 定 資 産】 [2,819,278] そ の 他 244,731

有 形 固 定 資 産 2,206,307 【固 定 負 債】 [1,980,578]

建 物 及 び 構 築 物 489,286 リ ー ス 債 務 143,988

工 具、 器 具 及 び 備 品 25,183 繰 延 税 金 負 債 189,883

土 地 1,564,579 役 員 株 式 給 付 引 当 金 18,278

リ ー ス 資 産 125,911 退 職 給 付 に 係 る 負 債 427,329

そ の 他 1,345 資 産 除 去 債 務 394,272

無 形 固 定 資 産 25,667 長 期 借 入 金 806,826

の れ ん 951

ソ フ ト ウ エ ア 17,038

そ の 他 7,677 負 債 合 計 3,715,000

投 資 そ の 他 の 資 産 587,303 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 30,549 【株 主 資 本】 [1,735,011]

敷 金 及 び 保 証 金 478,231 資 本 金 655,734

破 産 更 生 債 権 等 41,429 資 本 剰 余 金 695,932

繰 延 税 金 資 産 29,816 利 益 剰 余 金 739,492

そ の 他 53,926 自 己 株 式 △356,148

貸 倒 引 当 金 △46,649 【そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額】 [△343,522]

その他有価証券評価差額金 1,913

土 地 再 評 価 差 額 △345,435

【非 支 配 株 主 持 分】 [1,908]

純 資 産 合 計 1,393,396

資 産 合 計 5,108,397 負 債 純 資 産 合 計 5,108,397
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連 結 損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,621,013

売 上 原 価 4,268,987

売 上 総 利 益 1,352,025

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,274,261

営 業 利 益 77,764

営 業 外 収 益 20,335

受 取 利 息 2,420

受 取 配 当 金 2,319

受 取 賃 貸 料 5,148

そ の 他 10,446

営 業 外 費 用 17,141

支 払 利 息 16,667

そ の 他 473

経 常 利 益 80,958

特 別 利 益 80,115

補 助 金 収 入 2,353

投 資 有 価 証 券 売 却 益 77,761

特 別 損 失 95,247

固 定 資 産 圧 縮 損 1,984

減 損 損 失 93,262

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 65,826

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 55,263

法 人 税 等 調 整 額 5,717

当 期 純 利 益 4,844

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 ( △ ) △48

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,893
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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 655,734 695,932 734,599 △356,123 1,730,143

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 4,893 － 4,893

自 己 株 式 の 取 得 － － － △25 △25

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 4,893 △25 4,867

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 655,734 695,932 739,492 △356,148 1,735,011

その他の包括利益累計額
非支配株主持

分
純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価差額金
そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 51,430 △345,435 △294,004 1,956 1,438,094

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － 4,893

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △25

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△49,517 － △49,517 △48 △49,565

連結会計年度中の変動額合計 △49,517 － △49,517 △48 △44,698

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 1,913 △345,435 △343,522 1,908 1,393,396
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

株式会社久ケ原スポーツクラブ

株式会社リンゴ・エル・エル・シー

株式会社城南ナーサリー

株式会社アイベック

株式会社城南KIDS

株式会社イオマガジン

② 非連結子会社の名称

株式会社ジェー・エル・ティー・シー

（連結の範囲から除いた理由）

上記非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。

連結子会社である株式会社城南フェアリィーは2025年４月１日をもって吸収合併いたしまし

た。また、連結子会社のうち、株式会社リンゴ・エル・エル・シーは2026年１月31日付けで解散

し、現在、清算期間中であります。

(2) 持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

２．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式（持分法非適用の非連結子会社株式）

移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

③ 棚卸資産

商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～65年

工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。

③ 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるため、当該関係会社の財務内容等を勘案し、計上しておりま

す。

④ 役員株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社の取締役に対する将来の当社株式の交付に備えるため、当連結会計

年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりで

あります。

① 教育事業

教育事業では主に授業の実施及びこれに付随した教材等の販売を行っております。授業の実施

は生徒への受講完了時において履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しており

ます。また、教材等の販売は生徒への商品引き渡し時において履行義務が充足されることから、

当該時点で収益を認識しております。

なお、当社がフランチャイズ本部としてフランチャイズ加盟者から収受する加盟金について

は、教室等の開校に至るまでの各種サポート（市場調査、物件選定、教室運営マニュアルの提

供、情報システムを通じた各種データ等の提供、各種研修の実施等）を履行義務として識別して

おります。履行義務の充足に従い教室等の開校時点で収益を認識しております。加盟教室の更新

料については当社による審査及び更新手続きに係る対価であることから更新時点で収益を認識し

ております。

また、当社がフランチャイズ本部としてフランチャイズ加盟者から収受するロイヤルティにつ

いては、事業ライセンスの供与、学習指導に係る一連のノウハウやシステム等へのアクセス及び

使用権の一連の提供を履行義務として識別しております。フランチャイズ加盟者は、ライセンス

が供与される時点で存在する当社の知的財産を使用する権利を有するため、その便益を享受でき

るようになる時点で収益を認識しております。

② スポーツ事業

スポーツ事業では主にスイミングやフィットネスジムにおいて実技指導を行っております。本

サービスの提供は生徒へのサービス提供時において履行義務が充足されることから、当該時点で

収益を認識しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

当社グループは、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは９年間の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しております。
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３．表示方法の変更

該当事項はございません。

４．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損損失）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

有形固定資産 2,206,307千円

ソフトウエア 17,038千円

長期前払費用 11,988千円

減損損失 93,262千円

(2) その他の情報

① 算出方法

当社グループは、親会社が保有する遊休資産については個別の物件ごとに、事業用資産に
ついては事業所（校舎・教室）ごとにグルーピングをしており、本社については独立したキ
ャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

また、のれん及び連結子会社が保有する資産に関しては会社ごとにグルーピングをしてお
ります。
固定資産のうち、減損の兆候のある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として計上しております。

また、減損の兆候のある共用資産に関してより大きな単位から得られる割引前将来キャッ
シュ・フローの総額が帳簿価額の合計額を下回る場合には、帳簿価額の合計額をより大きな
単位の回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。

当連結会計年度において共用資産である本社に関して減損の兆候が認められましたが、減
損損失を認識するか否かの判定の結果、減損損失は計上しておりません。

② 主要な仮定
当該資産又は資産グループ或いはより大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの見積りは取締役会で承認された翌連結会計年度の予算に基づいて行っており、予算を
超える期間においては市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行ってお
ります。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、翌連結会計年度の予算の
基礎となるそれぞれの事業所（校舎・教室）の受講生徒数や受講単価、園児数等であります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
これらの主要な仮定は、事業戦略の変更や経済的な外部環境の変化等の影響を受ける可能

性があり、割引前将来キャッシュ・フローの見積りの見直しが必要となった場合、翌連結会
計年度に追加の減損損失が発生する可能性があります。
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５.連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 185,393千円

土地 498,214千円

計 683,607千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 180,000千円

長期借入金 540,000千円

計 720,000千円

(2) 圧縮記帳額

補助金の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

建物 126,475千円

工具、器具及び備品 19,446千円

ソフトウエア 649千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,708,290千円

(4) 「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34条）に基づき、事業用土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法………………土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119

号）第２条第１号に定める当該事業用土地の近隣の地価公示法

（1969年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条の規定に

より公示された価格に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価格を上回っている

ため、差額を記載しておりません。
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６．連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

神奈川県川崎市

ほか
個別指導教室

建物及び構築物 6,240

工具、器具及び備品 7,414

リース資産 43,216

長期前払費用 1,497

東京都三鷹市 映像授業専門教室 工具、器具及び備品 276

東京都台東区

ほか
乳幼児育脳教室

建物及び構築物 4,895

工具、器具及び備品 711

神奈川県横浜市

ほか
児童英語教室

工具、器具及び備品 1,808

長期前払費用 282

神奈川県横浜市 医学部受験専門塾
建物及び構築物 11,202

工具、器具及び備品 0

株式会社城南KIDS

神奈川県川崎市
児童英語教室

工具、器具及び備品 220

ソフトウエア 632

株式会社城南ナーサリー

神奈川県川崎市ほか
小規模認可保育園

建物及び構築物 3,002

工具、器具及び備品 471

長期前払費用 131

株式会社リンゴ・エル・

エル・シー

東京都新宿区

留学試験対策専門校
建物及び構築物 11,142

工具、器具及び備品 118

合計 93,262

当社グループは、親会社が保有する遊休資産については個別の物件ごとに、事業用資産については

事業所（校舎・教室）ごとにグルーピングをしており、本社については独立したキャッシュ・フロー

を生み出さないことから共用資産としております。

また、のれん及び連結子会社が保有する資産に関しては会社ごとにグルーピングをしております。

事業用資産のうち、減損損失を認識すべきであると判定された教室について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失(93,262千円)として特別損失に計上いたしました。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 8,937,840株 －株 －株 8,937,840株

(2) 自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 906,307株 92株 －株 906,399株

(注) 普通株式の自己株式の総数の中には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当

社株式（当連結会計年度末280,000株）が含まれております。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金の支払額等

無配のため該当すべき事項はございません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

1株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年4月27日
取締役会

普通株式 58,180 7 2026年3月31日 2026年6月12日

(注)１．配当金の総額には、株式給付信託（BBT）制度において設定した信託（信託Ｅ口）に対する

配当金1,960千円が含まれております。

２．2026年4月27日取締役会決議の１株当たりの配当額７円には、社内体制刷新記念配当２円を

含んでおります。

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、必要な場合は

短期的な運転資金を銀行借入により調達します。デリバティブ取引は、現在行っておらず、投

機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクにさらされております。

破産更生債権等は、売掛金の営業債権のうち、破産債権、更生債権その他これらに順ずる債

権であり、個別に回収可能性を定期的に把握する体制としております。

有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び投資信託等であり、発行体の信用リスク

及び市場価格の変動リスクにさらされております。

敷金及び保証金は、建物賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクにさらされてお

ります。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

敷金及び保証金は、差入先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を

図っております。
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・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注) 参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券及び投資有価証券 40,921 40,921 －

敷金及び保証金 478,231 440,065 △38,165

破産更生債権等 41,429

貸倒引当金(※２) △41,429

－ － －

資産計 519,153 480,987 △38,165

長期借入金(※３) 1,066,822 992,230 △74,591

負債計 1,066,822 992,230 △74,591

(※１) 「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」は、現金であること、及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(※２) 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(※３) 流動負債の１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
のレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

― 37 ―

2026年05月27日 17時43分 $FOLDER; 37ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券 40,921 － － 40,921

資産計 40,921 － － 40,921

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 440,065 － 440,065

破産更生債権等 － － － －

資産計 － 440,065 － 440,065

長期借入金 － 992,230 － 992,230

負債計 － 992,230 － 992,230

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
(1) 有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。また、上場株式
は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

(2) 敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを期末から返還までの見積期間に基づ

き、国債の利回り等適切な指標にスプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(3) 破産更生債権等
破産更生債権等の時価は、担保及び保証による回収見込額等を市場金利に信用リスク等を

反映させた利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル３の時価に分類しており
ます。

(4) 長期借入金
元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。一方、変動金利による借入金については、短期間で市場金利を反映
しており、また当社の信用状態は実行後大きく変化しておらず、時価は帳簿価額とほぼ等し
いことから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 173.26円

(2) １株当たり当期純利益 0.61円

(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

純資産の部の合計額（千円） 1,393,396

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 1,908

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,391,488

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） 8,031,441

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 4,893

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 4,893

期中平均株式数（株） 8,031,508

(注) 当連結会計年度における１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己

株式に、株式給付信託（BBT）に残存する当社株式を含めております。なお、当連結会計年度末

において、当該株式給付信託（BBT）に残存する当社株式数は280,000株であります。

また、当連結会計年度における１株当たり当期純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に、株式給付信託（BBT）に残存する当社株式を含めておりま

す。

10．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当連結会計年度

セグメント・部門 教育事業 スポーツ事業 計

個別指導部門(直営) 822,709 － 822,709

個別指導部門(ＦＣ) 290,438 － 290,438

映像授業部門 1,733,376 － 1,733,376

児童教育部門 1,881,728 － 1,881,728

デジタル教材・ソリューション部門 333,310 － 333,310

その他 191,396 － 191,396

スポーツ部門 － 368,052 368,052

顧客との契約から生じる収益 5,252,961 368,052 5,621,013

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 5,252,961 368,052 5,621,013
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(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「２．会計方針に関する事項 (4) 収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 285,569

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 200,121

11．重要な後発事象に関する注記

（株式取得による100％子会社化）

当社は、2026年５月20日の取締役会において、小規模認可保育事業を展開する有限会社吉祥の全株

式を取得し、子会社化することを決議いたしました。また、株式譲渡実行日は2026年５月26日となっ

ております。

(1) 株式取得の理由

当社グループは保育事業の成長を学習塾に続き「第２の柱」と位置付けており、既存保育事業の

積極的な展開を進めるとともにＭ＆Ａによる事業の拡大を進めております。

一方、有限会社吉祥は、埼玉県及び東京都に小規模保育園４園を運営しております。４園はいず

れも駅近で生活利便性が高く、安定した保育需要の見込めるエリアであり、定員満員での運営を継

続しております。

このたび、当社が有限会社吉祥を子会社化することで、当社グループの既存事業とのシナジー効

果により、さらに事業規模の拡大を加速し、より質の高い保育サービスを提供できるものと判断い

たしました。

(2) 被取得企業の概要

(1) 名称 有限会社吉祥

(2) 所在地 埼玉県新座市新堀三丁目３番３－９０２号

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 後藤 泰秀

(4) 事業内容 小規模認可保育事業

(5) 資本金 3,000千円

(6) 設立年月日 2000年５月23日

(7) 大株主及び持株比率 後藤 泰秀 100％

(8) 直前事業年度の経営成績

決算期 2025年３月期

売上高 238,241千円
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(3) 取得株式数、取得前後の所有株式の状況

(1) 異動前の所有株式数 ０株（議決権所有割合 0.0％）

(2) 取得株式数 60株（議決権所有割合 100.0％）

(3) 異動後の所有株式数 60株（議決権所有割合 100.0％）

本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
【流 動 資 産】 [1,679,757] 【流 動 負 債】 [1,531,118]
現 金 及 び 預 金 1,243,710 買 掛 金 7,272

売 掛 金 133,624 リ ー ス 債 務 57,404

有 価 証 券 10,372 未 払 金 151,159

商 品 10,864 未 払 費 用 130,125

貯 蔵 品 4,955 未 払 法 人 税 等 31,833

前 払 費 用 262,936 １年内返済予定の長期借入金 259,996

未 収 入 金 5,832 未 払 消 費 税 等 54,740

そ の 他 9,129 契 約 負 債 780,145

貸 倒 引 当 金 △1,668 預 り 金 803

賞 与 引 当 金 44,872

資 産 除 去 債 務 8,165

【固 定 資 産】 [2,540,553] そ の 他 4,600
有 形 固 定 資 産 981,504 【固 定 負 債】 [1,701,870]
建 物 356,036 リ ー ス 債 務 120,912

構 築 物 1,197 役 員 株 式 給 付 引 当 金 18,278

車 両 運 搬 具 1,345 長 期 借 入 金 703,345

工 具、 器 具 及 び 備 品 21,664 退 職 給 付 引 当 金 393,578

土 地 498,961 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 119,422

リ ー ス 資 産 102,299 資 産 除 去 債 務 345,949

無 形 固 定 資 産 22,233 繰 延 税 金 負 債 383

ソ フ ト ウ エ ア 15,739

商 標 権 356 負 債 合 計 3,232,988

電 話 加 入 権 6,137 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 1,536,816 【株 主 資 本】 [1,331,914]

投 資 有 価 証 券 30,549 資 本 金 655,734

関 係 会 社 株 式 1,019,025 資 本 剰 余 金 690,190

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 166,000 資 本 準 備 金 340,000

長 期 前 払 費 用 8,752 そ の 他 資 本 剰 余 金 350,190
敷 金 及 び 保 証 金 445,191 利 益 剰 余 金 342,137
破 産 更 生 債 権 等 41,429 利 益 準 備 金 147,000

保 険 積 立 金 28,696 そ の 他 利 益 剰 余 金 195,137

そ の 他 8,601 繰 越 利 益 剰 余 金 195,137

貸 倒 引 当 金 △211,429 自 己 株 式 △356,148

【評価・換算差額等】 [△344,591]

その他有価証券評価差額金 844

土 地 再 評 価 差 額 金 △345,435

純 資 産 合 計 987,322

資 産 合 計 4,220,311 負 債 純 資 産 合 計 4,220,311
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損 益 計 算 書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,479,371

売 上 原 価 3,413,476

売 上 総 利 益 1,065,895

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 999,059

営 業 利 益 66,835

営 業 外 収 益 39,272

受 取 利 息 4,216

受 取 配 当 金 23,319

受 取 手 数 料 210

受 取 賃 貸 料 7,548

そ の 他 3,977

営 業 外 費 用 25,759

支 払 利 息 15,759

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10,000

経 常 利 益 80,347

特 別 利 益 186,663

投 資 有 価 証 券 売 却 益 77,761

合 併 差 益 108,901

特 別 損 失 120,142

減 損 損 失 77,545

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 42,596

税 引 前 当 期 純 利 益 146,868

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,721

法 人 税 等 調 整 額 16,491

当 期 純 利 益 101,654
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株 主 資 本
合 計資本準備金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益剰余金

2025年４月１日残高 655,734 340,000 350,190 690,190 147,000 － 93,482 240,482 △356,123 1,230,284

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － － － － － － －

当期純利益 － － － － － － 101,654 101,654 － 101,654

自己株式の取得 － － － － － － － － △25 △25

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 101,654 101,654 △25 101,629

2026年３月31日残高 655,734 340,000 350,190 690,190 147,000 － 195,137 342,137 △356,148 1,331,914

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産
合 計その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

2025年４月１日残高 50,362 △345,435 △295,073 935,211

事業年度中の変動額 － － － －

剰余金の配当 － － － －

当期純利益 － － － 101,654

自己株式の取得 － － － △25

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△49,517 － △49,517 △49,517

事業年度中の変動額合計 △49,517 － △49,517 52,111

2026年３月31日残高 844 △345,435 △344,591 987,322
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構
築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～65年

構築物 10～20年

工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採

用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

④ 長期前払費用 定額法

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見
込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務に基づき、当事業年度において発生していると認められる額
を計上しております（簡便法）。

④ 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業の損失に備えるため、当該関係会社の財務内容等
を勘案し、計上しております。
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⑤ 役員株式給付引当金 株式給付規程に基づく当社の取締役に対する将来の当社株式の交
付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額を
計上しております。

（5）収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりで
あります。
主に授業の実施及びこれに付随した教材等の販売を行っております。授業の実施は生徒への受講

完了時において履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。また、教材
等の販売は生徒への商品引き渡し時において履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認
識しております。

２．表示方法の変更

該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損損失）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した額

有形固定資産 981,504千円

ソフトウエア 15,739千円

長期前払費用 8,752千円

減損損失 77,545千円

(2) その他の情報
① 算出方法

当社は、遊休資産については個別の物件ごとに、事業用資産については事業所（校舎・教
室）ごとにグルーピングをしており、本社については独立したキャッシュ・フローを生み出さ
ないことから共用資産としております。

固定資産のうち、減損の兆候のある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として計上しております。

また、減損の兆候のある共用資産に関してより大きな単位から得られる割引前将来キャッシ
ュ・フローの総額が帳簿価額の合計額を下回る場合には、帳簿価額の合計額をより大きな単位
の回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。

当事業年度において共用資産である本社に関して減損の兆候が認められましたが、減損損失
を認識するか否かの判定の結果、減損損失は計上しておりません。

② 主要な仮定
当該資産又は資産グループ或いはより大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フロ

ーの見積りは取締役会で承認された翌事業年度の予算に基づいて行っており、予算を超える期
間においては市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行っております。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、翌事業年度の予算の基礎と
なるそれぞれの事業所（校舎・教室）の受講生徒数や受講単価であります。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
これらの主要な仮定は、事業戦略の変更や経済的な外部環境の変化等の影響を受ける可能性

があり、割引前将来キャッシュ・フローの見積りの見直しが必要となった場合、翌事業年度に
追加の減損損失が発生する可能性があります。

― 46 ―

2026年05月27日 17時43分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 184,196千円

構築物 1,197千円

土地 498,214千円

計 683,607千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 180,000千円

長期借入金 540,000千円

計 720,000千円

(2) 圧縮記帳額

補助金の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

建物 63,822千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,176,339千円

(4) 「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34条）に基づき、事業用土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法………………土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119

号）第２条第１号に定める当該事業用土地の近隣の地価公示法

（1969年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条の規定に

より公示された価格に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価格を上回っているた

め、差額を記載しておりません。

(5) 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 2,385千円

長期金銭債権 166,000千円

短期金銭債務 2,322千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 10,723千円

仕入高 26,885千円

営業取引以外の取引 25,916千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 906,307株 92株 －株 906,399株

(注) 普通株式の自己株式の総数の中には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社
株式（当事業年度末280,000株）が含まれております。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 14,004千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 66,507

退職給付引当金損金算入限度超過額 126,776

減価償却超過額 107,189

資産除去債務 110,519

繰越欠損金 679,643

関係会社株式評価損 98,112

その他 79,515

繰延税金資産小計 1,282,269

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △679,643

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △586,859

繰延税金資産計 15,766

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △15,766

その他有価証券評価差額金 △383

繰延税金負債計 △16,149

繰延税金負債の純額 △383

(注) この他、土地再評価差額金に係る繰延税金資産が107,810千円ありますが、全額評価性引当をし
ております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

資本金
又は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 ㈱アイベック 10,000 企業向け英会話研修及び
英会話教室の運営 73％ 金銭の貸付

金銭の貸付
(注)１ 40,000 － －

貸付金の回収 40,000 関係会社貸付金 －

利息の受取

(注)１ 146 － －

子会社 ㈱城南KIDS 7,000 児童対象の
各種教室の運営 100％ 金銭の貸付

金銭の貸付
(注)１ 166,000 － －

貸付金の回収 156,000 関係会社貸付金
(注)２ 166,000

利息の受取
(注)１ 2,369 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．貸付金の取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利等を勘案して決定してお

ります。なお、担保は受け入れておりません。
２．㈱城南KIDSへの貸付金に対し、166,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、㈱ア

イベック及び㈱城南KIDSの債務超過額に対し、119,422千円の関係会社事業損失引当金を計
上しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

資本金
又は出資金
(千円)

議 決 権 等 の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役 員 下村勝己 －
(被所有)
直接3.43％
間接32.38％

当社
代表取締役

不動産の賃借
(注)２ 2,916 前払費用 267

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。
２．不動産の賃貸借については、不動産鑑定価格に近隣賃料相場を加味し、賃貸借料を決定し

ております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 122.93円

(2) １株当たり当期純利益 12.66円

(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

純資産の部の合計額（千円） 987,322

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 987,322

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） 8,031,441

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益（千円） 101,654

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 101,654

期中平均株式数（株） 8,031,508

10．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する

注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11．重要な後発事象に関する注記

（株式取得による100％子会社化）

連結注記表「11.重要な後発事象に関する注記」に記載した事項と同一であるため、記載を省略し

ております。

本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年５月28日

株式会社城南進学研究社

取 締 役 会 御中

東光有限責任監査法人

東京都新宿区

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 昌 也
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 彦 潤 也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社城南進学研究社の2025年4月1日

から2026年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社城南進学研究社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業
体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2026年5月20日開催の取締役会

において、有限会社吉祥の株式を取得することを決議し、2026年5月26日付で同社の全株式を取得
している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年５月28日

株式会社城南進学研究社

取 締 役 会 御中

東光有限責任監査法人

東京都新宿区

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 昌 也

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 彦 潤 也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社城南進学研究社の2025年4

月1日から2026年3月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体
の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2026年5月20日開催の取締役会

において、有限会社吉祥の株式を取得することを決議し、2026年5月26日付で同社の全株式を取得
している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付
意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第44期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携
のうえ、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並
びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東光有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人東光有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月28日

株式会社城南進学研究社 監査等委員会

取 締 役 （監 査 等 委 員）宮 本 和 人 ㊞

社外取締役（監査等委員）西 村 泰 夫 ㊞

社外取締役（監査等委員）阿 曾 友 淳 ㊞

以 上

― 55 ―

2026年05月27日 17時43分 $FOLDER; 55ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）


